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研究成果の概要： 

国際比較分析から以下の結果を得た。 
第 1 に、女性の就労と出産・育児の関係について、日本などではトレード・オフの関係があ

るが、スウェーデンではそうした関係は確認されなかった。 
 第 2 に、男性の育児参加が追加子ども数に与える影響は、アメリカ、フランスでは確認され
なかったが、スウェーデン、日本、韓国においてプラスの影響が確認された。これには、育児
負担のレベルおよび男女差などが影響していると考えられる。 
以上から、日本においても、公的支援などによって女性の両立を可能にする条件を整え、男

性の育児参加を促進させる必要があると言える。 
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１．研究開始当初の背景 
（1）男女共同参画社会の実現の一環として女
性の就労促進が政策的に進められている。そ
の背景には、欧米において女性の就業率が高
いほど出生率が高くなっており、わが国でも
そうなることが望まれたこともあった。 
わが国においては、これまで少子化の一つ

の要因として女性の就業率の増加があげられ
ていたが、今後、女性の就業率が上がった場
合、欧米と同様に出生率の水準は上がるのだ

ろうか。この点については、わが国と欧米で
は性別役割意識の強さなど文化的背景の違い
や、そこから導かれる社会経済の状況などか
ら、欧米のような状況になるとは考えにくい
のが現状である。 
 

（2）実際にわが国において、女性の就業率が
さらに増加していった場合、どのような状況
になるのかについては、十分には議論されて
いない。女性の就業を抑制している大きな要
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因が出産・育児とのトレード・オフであるこ
とを考えると、出産・育児のしやすい社会構
築による女性の就業促進は、結果として両者
の両立を可能にするものであると言える。 
 
 
２．研究の目的 
（1）本研究の目的は女性の就労促進と出生率
回復の両立可能性について、男性の家事・育
児参加の促進がどのような影響を与えるかを
検証するものである。 

女性の就業率と出生率がともに高いスウ
ェーデンなどでは男性の家事・育児への協力
が法的に規定されており、それが両立の要因
ともなっている。そこで本研究では、女性の
就業と出産・育児のトレード・オフの関係が
どうなっているのか、男性の育児参加が、追
加的な出生にどのような影響を与えるのか
明らかにする。 
 
（2）海外の研究で指摘されているように、欧
米の先進国においては、女性の就業率と出生
率の間にあった負の関係が弱まり、近年では
むしろ正の関係が現れだしている。 

そうしたことを背景に、わが国では男性の
家事・育児参加が、そうした両者の関係性に
変化をもたらす上で重要なものであるとの認
識から、男性の働き方の見直しが注目されて
いる。こうした男性の家事・育児参加の変化
が出生にどのような影響を与えるかについ
ての国内の研究はわずかであり、さらなる研
究蓄積が必要である。 

さらに、男性の家事・育児参加をめぐる状
況や女性の就業と出産・育児の関係について
国際比較分析を行うことで、その違いを明ら
かにし、そこから政策的インプリケーション
を得ようと考えている。 
 
 
３．研究の方法 
本研究では理論的な分析を踏まえて、マイ

クロデータを用いた実証研究を行う。その際、
以下のように研究を進めた。 

 
（1）男性の家事・育児参加が女性の働き方と
出産・育児にどのような影響を与えるかを理
論的に考察する。 

その際、女性の就業と出産・育児の内生的
な関係についても考慮に入れて分析を行うこ
ととする。 
 
（2）先行研究のサーベイおよび理論的な考察
に基づき、男性の家事・育児参加が女性の就
労への影響を通して、出生にどのような影響
を与えるかを実証的に明らかにする。 
 その際、女性の就業と出産・育児のトレー
ド・オフおよび、男性の家事・育児参加が追

加出生に与える影響について、回帰分析を行
う。 
 
 
４．研究成果 
本研究では、女性の就労と出産・育児の両

立可能性に対して、男性の家事・育児参加の
促進がどのような影響を与えるかを実証的
に検証した。具体的には、第 1 に女性の就労
と出産・育児の関係に関する分析を行い、第
2 に、男性の育児参加が追加出生に与える影
響について分析した。 

データについては、内閣府が 2005 年にア
メリカ、フランス、スウェーデン、日本、韓
国で行った「少子化に関する国際調査」の個
票を用いた。以下、大きく 2 つに分けて分析
結果の概要を記述する。 
 
（1）ここでは女性の就労と出産・育児のト
レード・オフについての分析の中から、主な
結果を紹介する。 

幼い（6 歳未満）子供の有無（有＝1、無＝
0）と女性の就業（就業＝1、非就業＝0）に
ついてクロス分析を行った。その結果を図 1
に示した。対象は結婚しているか同棲してい
るサンプルである。 

 
図 1 女性の就業と 

幼い子どもの存在の関係 
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 全体的に、アメリカ、フランス、スウェー
デンで就業率が高く、日本と韓国で低いこと
がわかる。また、すべての国で、6 歳未満児
がいる場合、就業率が低くなっていることが
わかる。 
 そこで独立性の検定（カイ二乗検定）を行
ったところ、アメリカ、フランス、日本、韓
国では有意になり、6 歳未満児の有無で就業
状態が異なることが確認された。つまり、女



 

 

性の就業と出産・育児にトレード・オフが生
じていることがわかった。それに対してスウ
ェーデンでは、有意ではなく、明確なトレー
ド・オフの関係があるとは言えないことも確
認できた。 
したがって、従来、言われているとおり、

日本以外の先進国においても、個人レベルで
はトレード・オフの関係があることが確認さ
れた。その一方で、スウェーデンにおいては、
出産・育児の有無によらず就業できているこ
とも確認された。 

ただし、アメリカとフランスでもトレー
ド・オフが生じているが、比較的高い就業率
の中でのそうした関係であって、低い就業率
の日本・韓国とは同列には評価できないこと
にも留意が必要であろう。 
 
（2）ここでは、男性の育児参加が追加子ど
も数に与える影響の推定結果を記述する。対
象は子供のいる世帯である。使用した変数は
以下のとおり。 
 
被説明変数：追加子ども数 
説明変数：夫の育児参加度、既存児数、世帯

年収、妻の就業状態、夫の就業状
態、長子年齢、居住都市規模 

 
 これらの変数を用いて順序プロビットモ
デルで推定した。その際、追加子ども数は意
識の問題でもあるため、男性回答者と女性回
答者にサンプルを分けて推定を行った。その
推定結果から、夫の育児参加度の係数の正負
と有意性について表 1 に示した。 
 

表 1 夫の育児参加が 
追加子ども数に与える影響 

 男性回答者 女性回答者
アメリカ 0 0
フランス 0 0
スウェーデン 0 +
日本 + 0
韓国 + 0
注）+：正で有意、0：有意ではない。  

 
表をみてわかるように、アメリカとフラン

スでは男女いずれの回答者でも有意な推定
結果は得られなかったが、スウェーデンの女
性回答者で有意なプラスの効果、日本と韓国
の男性回答者で有意なプラスの効果が確認
された。限定的ではあるが、男性の育児参加
には追加出生を促す効果があることが明ら
かになった。 

このように、各国間、回答者性別間で異な
る結果が得られた。そこで、この原因を明ら
かにするために、育児や就業に関するいくつ
かの変数について記述的な分析を行った。図

2 は、そのうちの育児の負担感をスコア化し
たものを男女回答者別にまとめたものであ
る。 

 
図 2 育児の負担感 
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図 2 からわかるように、スウェーデンでは

男女とも負担感のスコアが高いが、男女の差
は小さい。ここから、男性の育児が女性にと
って大きな助けになることが推察され、また、
実際に男性も育児参加していることがわか
る。 

日本と韓国は女性の高い負担感に対して
男性は低く男女差が大きいと言える。したが
って、男性にとっては追加出生を希望しやす
くなるが、女性は負担の格差によって、そう
した希望は持てない状況に陥っている可能
性がある。 

アメリカとフランスでは、女性の負担は低
く、また男女もそれほど大きくないことがわ
かる。したがって、男性の育児によって、負
担が大きく減り、それによって追加出生を望
むというメカニズムは働きにくいものと推
察される。 
また、男性の育児参加の影響は、女性の就

労状態によって異なる可能性があるため、女
性の就労状態と男性の育児参加の交互作用
についても推定を行った。その結果、例えば
スウェーデンにおいては、女性が自営や常勤
職の場合には男性の育児の影響は有意とは
ならなかったが、パート・アルバイトの場合
に男性の育児参加が正に影響することなど
が明らかになった。 
 以上から、日本においては、女性の就労と
出産・育児のトレード・オフが強く、さらな
る公的な支援が必要であるといえる。また、
男性が育児参加することによって、追加子ど
も数が多くなることから、ワーク・ライフ・
バランスの推進も重要であることが明らか
になった。 
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